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公の施設の指定管理者の指定（飯田市福祉会館）について 

 

１ 公の施設の概要 

 (1) 基本情報 

ア 施設名（通称） 飯田市福祉会館（さんとぴあ飯田） 

イ 所在地 飯田市東栄町3108番地１ 

ウ 設置年月日 平成８年12月１日 

エ 設置目的 
社会福祉に関する活動の場を提供し、もって市民の福祉の増

進に資する施設 

オ 施設・設備 

平成８年度竣工 鉄筋コンクリート造３階建 

第１・２学習室、小会議室、第１・２娯楽室、調理実習室、 

第１・２講習室他 

延べ床面積：1,430,09㎡、敷地面積：1,729㎡ 

カ 施設の写真  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

         外観              第１・第２講習室 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 小会議室               機器研究室 

  

(2) 管理の状況 

ア 施設を管理する所管課 健康福祉部 福祉課 

イ 現在の管理方法 指定管理者制度 

ウ 指定管理者制度導入年月日 平成18年４月１日 

エ 現在の指定管理者名（募集方法） 社会福祉法人 飯田市社会福祉協議会（非公募） 

R5.12.12 社会文教委員会 

議案第 106 号補足説明資料 
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オ 現在の指定管理期間 平成31年４月１日から令和６年３月31日まで 

カ 指定管理者が行う業務 

・会館の利用の許可に関すること 

・建物等の維持・管理に関すること 

・社会福祉の増進を図るための事業を行うことに

関すること。 

 

(3) 利用の状況（有効性） 

ア 営業（開館）状況 令和３年度 令和４年度 備考 

 日数 273 350 令和３年度はコ

ロナ感染症対策

による休館あり。 

利用者数 15,236 15,810 

その他（      ）   

イ 利用者のニーズ・意見等 

（利用者の声）気楽に利用できる。快適。会議用テーブル

や椅子破損の指摘（年に数回）。ブラインドの下側が壊れて

開閉がスムーズにいかない。冷暖房の調子が悪い時があ

る。エアコンの温度設定ができると良い。さんとぴあの貸

館利用などの手続きは、平日の日中は社会福祉協議会、夜

間や休日は勤労者福祉センターとなっているが、受付窓口

を統一してほしい。 

ウ 利用者のメリット（利便

性の向上、利用者の増加、

地域活性化等の効果） 

専門性のある者が管理運営することにより、障がい者、

高齢者、福祉目的のボランティアをはじめ、市民が積極的

に福祉活動に参加するための拠点として有効活用されて

いる。 

 

 (4) 収支の状況（効率性） 

ア 決算 令和３年度（円） 令和４年度（円） 備考 

 

収入（Ａ） 9,224,483 11,796,929 

 
 

施設利用料等収入 600,000 609,925 

市支出の指定管理料 8,609,160 11,158,700 

その他（受取利息配当

金ほか） 
15,323 28,304 

支出（Ｂ） 9,224,483 11,817,828 

 
 

人件費 0 0 

委託料 0 0 

光熱水費 5,010,303 7,108,641 

消耗品費 239,072 410,280 

修繕費 450,275 636,660 

手数料 3,410,164 3,568,721 

事務費 114,669 93,526 

収支（Ａ－Ｂ） 0 -20,899  
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イ 運営上のメリット（経費

の節減、職員事務量の削減

の効果） 

・貸館サービスの提供や施設の管理運営にかかわる市職員

の事務量の削減が図られている。 

 

２ 指定管理者選定の経過 

 (1) 募集の状況 

ア 募集方法（公

募・非公募） 
非公募 

 

非公募の理由 当該施設は、障がい者、高齢者のほか、福祉目的のボランティア等、

主に社会福祉に関わる市民が利用する施設で、市と飯田市社会福祉協

議会との間で締結した「福祉のまちづくりパートナーシップ協定」に

基づく飯田市地域福祉計画・地域福祉活動計画による事業を継続する

ものであるとともに、現指定管理者である社会福祉協議会が当該施設

を継続して管理運営することで、福祉の拠点としての施設サービスの

質の維持或いは向上が見込まれる。 

 よって、この指定管理候補者は、福祉の拠点としての管理運営の経

験を有し、今後も管理運営を行う上で必要となる専門性、施設の設置

目的の特殊性等から判断して、施設の管理運営を行うことができる団

体と特定される。 

イ 指定管理者

が行う業務 

飯田市福祉会館指定管理業務仕様書抜粋 

12 実施する業務について 

指定管理者は、条例第５条に掲げる次の業務を行うものとする。 

 (1) 施設の利用の許可（施設において物品を販売しようとする者に

対する許可を含む。）に関する業務 

ア 施設利用の基準等について記載した利用規程を作成し、市と

協議し決定すること。 

 (ｱ) 利用目的に関すること。 

(ｲ) 開館時間、 休館日及び利用時間帯に関すること。 

(ｳ) 利用手続、利用申請の受付期間等に関すること。 

(ｴ) 施設の利用に係る料金（以下「利用料金」という。）及び

利用料金の減免に関すること。 

(ｵ) 使用後の清掃・片つけ等を含めた利用方法に関すること。 

(ｶ) その他の利用条件、利用制限及び利用の取消に関するこ

と。 

イ 利用規程に基づき、利用の許可を行うこと。 

ウ 以下の場合については利用を許可しないものとし、その旨を

利用規程へ位置づけること。利用許可を受けて利用する者がこ

れに該当する場合も既に行った利用許可を取り消し、若しくは

施設の利用の停止を命ずることができる。 

(ｱ) 公の秩序又は善良の風俗を害するおそれがあるとき。 

(ｲ) 施設の建物、設備若しくは備品を汚損したとき又は汚損す 
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イ 指定管理者

が行う業務 

（つづき） 

るおそれがあるとき。 

(ｳ) 前各号に掲げるもののほか、施設の維持管理上不適当であ

るとき。 

エ 受付簿、使用簿等による利用状況の把握を行うこと。 

(2) 施設の利用に係る料金（以下「利用料金」という。）の額、利

用料金の納付の方法及び利用料金の還付の方法を定め、並びに利

用料金を徴収し、または減免する業務 

ア 市との協議を経て、利用料金の額、納付の方法及び還付の

方法を定めること。 

イ 市との協議を経て、利用料金の減免の率及び方法を定める

こと。 

ウ 公平、公正な利用料金の徴収を行うこと。 

エ 利用料金を減免する際の手続きを適切に行うこと。 

(3) 施設の建物、敷地及び設備の維持並びに管理に関する業務 

ア 建物、設備維持管理業務 

(ｱ) 施設利用者が、快適に施設を利用できる良質な環境を維

持すること。  

(ｲ) 建物、設備を適切に維持管理するため、日常的に点検を

行うこと。 

(ｳ) 建物、設備の管理にあたっては、確実性、安全性及び経

済性に配慮すること。 

(ｴ) 施設を安全かつ安心して利用できるよう、法定点検を適

切に行い、故障等に対する予防保全に務めること。 

(ｵ) 不具合を発見した際には、適切な方法により対応すると

ともに、速やかに市へ報告すること。また、適切な記録を

残すこと。 

(ｶ) 簡易な修繕が必要な場合は、１件あたり 50 万円（消費税

含む。）未満のものについては指定管理者が修繕費を負担し

て修繕を行うこと。簡易な修繕の範囲を超える場合は、市

と別途協議するものとする。 

イ 清掃業務 

(ｱ) 施設、備品等について、良好な環境衛生、美観の維持を

心がけ、施設内の適切な環境衛生を維持し快適な空間を保

つために、清掃業務を実施すること。 

(ｲ) 消耗品は常に補充された状態にすること。 

ウ 外構、植栽管理業務 

(ｱ) 施設の景観を保持するため、敷地内における施設の外構

の清掃及び地面、施設付属物等の維持管理を行うこと。ま

た、除草、刈込、散水、病害虫駆除等、敷地内の植栽の管

理を行うこと。 

(ｲ) 周辺住民等の生活環境等にも配慮した、施設周辺の環境整

備を行うこと。 
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イ 指定管理者

が行う業務 

（つづき） 

エ 廃棄物処理業務 

   施設から発生する廃棄物の発生抑制に努めるとともに、分別

を適切に行うこと。 

オ 原形変更申請及び現状回復の義務 

(ｱ) 施設の原形を変更しようとするときは、あらかじめ市の

承認を得ること。 

   (ｲ) 業務の執行に当たり指定管理者の責に帰すべき事由によ

り施設、設備又は物品を滅失し、若しくは毀損したとき並び

にその指定期間が満了したとき、又は規定により指定を取り

消し及び解除されたときは、当該施設又は設備又は物品を速

やかに原状に復すこと。ただし、設置者の承認を得たときは

この限りでない。 

(4) 施設を利用して社会福祉の増進を図るための事業を行うこと

に関する業務 

ア 指定管理者は、施設の管理運営業務のほか、その業務を妨げ

ない範囲において、仕様書に基づかず指定管理者が独自に行う

事業（以下「自主事業」という。）を行うことができる。この場

合において、指定管理者は、あらかじめ市の承認を得た上で、

これらの事業を行うものとする。 

イ 市が自主事業を承認した場合にあっても、この施設の設置目

的に沿わない事業の目的で財産を使用する場合は、指定管理者

は、地方自治法第 238 条の４第７項に基づく許可を受けなけれ

ばならない。 

(5) 前各号に掲げるもののほか、市長が別に指定する業務 

ア 利用状況等の動向を分析し、必要な運営の見直しを行うな

ど、利用者数の拡大や稼働率の向上、施設の利用促進等を図

ること。 

イ 施設の利用促進を図るための情報発信及び利用者からのご

意見に必要な対応をすること。 

(ｱ) 施設の利用促進を図るため、社会福祉関係団体への周知

のほか、広く市民に向けてホームページや広報誌などを活

用した広報活動を行うとともに、電話等の各種問い合わせ

への対応により、施設の広報・ＰＲ、情報提供等を行うこ

と。 

(ｲ) 利用者からの苦情等があった場合は、その対応を行うこ

と。 

 指定管理料 上限11,769,000円 

ウ 応募者数 － 

 

(2) 選定の結果 

 ア 団体の概要 

(ｱ) 名称・商号 社会福祉法人 飯田市社会福祉協議会 
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(ｲ) 代表者 会長 原 重一 

(ｳ) 所在地 飯田市東栄町3108番地１ 

(ｴ) 設立年月日 昭和38年７月15日 

(ｵ) 設立目的 

飯田市における社会福祉事業その他の社会福祉を目的とする事業

の健全な発達及び社会福祉に関する活動の活性化により、地域福祉の

推進を図ること。 

(ｶ) 基本財産 
現金 3,200,000円 

土地 飯田市大瀬木地積 山林51㎡ 

(ｷ) 役員・職員 役員14名 職員397名    

 

イ 選定の理由（令和５年飯田市告示第167号） 

候補者は、飯田市における社会福祉事業その他の社会福祉を目的とする事業の健全な

発達及び社会福祉に関する活動の活性化により、地域福祉の推進を図ることを目的とし

た団体であり、かつ、飯田市と「福祉のまちづくりパートナーシップ協定」を締結して

いる公益性の高い団体であると認められる。 

更には、地域福祉活動の拠点である当該施設において、候補者の専門性及び当該施設

の機能を十分に生かし、ボランティアを行う福祉関係団体等に対する幅広い利用の促

進、各種相談窓口の設置、地域及び福祉関係団体等と協力して行う利用しやすい環境の

整備につながる取組等の提案がされており、的確な管理運営を行うことが期待できる。 

 

 (3) 評価の視点（適格性） 

   区分 配点 得点 評価 

ア 指定管理者と

しての適性 
10 7.50 

施設の設置目的を理解し、施設の管理運営に関す

る基本方針・事業計画が提案された。地域福祉事業を

展開する社会福祉法人であり、地域福祉の拠点とな

る施設の管理運営を行うための能力は十分である。 

イ 施設の有効活

用 
10 7.50 

施設の機能を十分に生かして広くボランティア等

の福祉関係団体等に貸館を行うほか、各種相談窓口

を設置する等、設置目的に沿った取組の提案があり、

住民福祉の推進が期待できる。 

ウ 利用者対応（改

善姿勢） 
20 17.50 

利用者アンケートによりニーズや満足度を把握

し、快適で安全なサービスの質を維持・向上させよう

とする取組が提案された。 

エ 事業収支（収支

の妥当性） 
10 7.50 

事業計画に基づく適切な収支予算の見積りが提案

された（(4)に掲載のとおり）。 

オ 職員配置等の

管理体制 
20 15.00 

業務に従事する人員について、適切な人的配置が

提案された。 

カ 危機管理の対

応等 
20 15.00 

事故防止のための安全対策や事故発生時の対応が

検討され、点検マニュアル等が整備されている。 

キ 地域連携・地域

貢献 
10 8.75 

地域等からの要望等の広聴のほか、地域や福祉の

関係団体等と協力した、より利用しやすい環境の整

備につながる取組が提案された。 
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合計 100 78.75  

   （備考）適格の合否基準は、評価得点の合計50.00点以上と定めた上で評価 

 

(4) 提案された令和６年度の事業収支（収支予算の見積り） 

  項目 金額 （円） 

収入（Ａ） 12,394,000 

 指定管理業務に係る収入 12,394,000 

 市支出の指定管理料 11,769,000 

施設利用料等収入 610,000 

その他の収入 15,000 

支出（Ｂ） 12,394,000 

 人件費 0 

委託料 0 

光熱水費 8,250,000 

消耗品費 97,719 

修繕費 150,000 

手数料  3,796,000 

事務費 100,281 

収支（Ａ－Ｂ） 0 

 


